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TOP MESSAGE

すべてのステークホルダーから選ばれ
持続的に成長するための変革を推進します。

−ご　挨　拶−

株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
ここに「第40期株主通信」をお届けし、2017年度の営業報告とともに今後
の展開についてご説明いたします。ご一読の上、当社事業へのご理解を深
めていただければ誠に幸いに存じます。

当期（2017年度）の概況
減収ながら増益を確保。残業削減や
業務の効率化、事業の選択と集中などが
奏功し、利益改善。

企業収益や雇用・所得環境が改善し、緩やかな回復
基調を辿る国内景気を背景に、情報サービス市場で
は、引き続きクラウドコンピューティング、ビッグ
データ、IoT、AIなどの技術を活用した「攻めのIT」
投資が増加し、拡大傾向を維持しています。

そうしたなかで当社は、2019年度までの3ヵ年に
わたる中期経営方針「IKI VISION2020」を策定し、
強固な収益構造の確立に向けた事業構造改革を開始し
ました。具体的な展開として、車載組込みシステム開
発分野の拡大、ブロックチェーン技術の調査研究、大

手SIベンダーによるAI関連開発への参画などに注力す
る一方、社内施策においては「働き方改革」を推進す
べく、残業削減などに取り組んでまいりました。

営業状況を品目別に振り返ると、コンサルティング
及びシステム・インテグレーション・サービスは、大
手通信事業者向けの第三者検証案件や車載システム案
件の受注を獲得したものの、メガバンク向け次期シス
テム開発案件の収束や大手SIベンダー及び自治体向け
の開発案件が谷間を迎え、一時的に受注が縮小したこ
となどから、売上高は前期を下回りました。

システムマネージメントサービスは、より収益性の
高い運用設計及び基盤・環境構築案件の獲得に向け
て、近年取り組んできた技術者育成と積極的な営業展
開が実を結び、売上高を拡大しました。

これらの結果、当社全体の売上高は16,666百万円
（前期比3.7％減）にとどまりましたが、利益面にお
いては、残業削減や販管・間接業務の効率化、事業の

選択と集中を進める事業基盤強化の取り組みなどが奏
功し、営業利益650百万円（同9.5％増）、経常利益
692百万円（同9.4％増）、当期純利益465百万円（同
14.0％増）と増益を果たしました。

次期（2018年度）の方針と見通し
注力案件にリソースを集中しつつ、
プロジェクト管理の徹底を図り、
売上高の拡大と利益の確保へ。

次期の市場環境を展望すると、企業のIT投資にお
いては、業務の効率化や人材不足への対応、ビジネ
ス変革の推進などに向けたAI・IoT活用の動きが広が
り、堅調に推移していく見通しです。

当社は、こうした動向を的確に捉え、産業・サービス
分野では、引き続き拡大が見込まれる車載システム関連
案件及びエンドユーザー向け開発案件の獲得を目指しま
す。社会・公共分野では、社会インフラ系システム開発
案件の獲得に注力いたします。情報・通信分野では、大
手通信事業者向け第三者検証サービスの受注拡大を図り
ながら、同サービスの他分野への展開を進めていきま
す。金融分野では、市場系、資産運用系の開発案件獲得
に注力していきます。そして、これらの注力案件にリ
ソースを集中しつつ、プロジェクト管理の徹底を図り、
売上高の拡大と利益の確保につなげていきます。

さらに、事業基盤の強化に向けて人材の確保・育成を
強化すると同時に、次期成長事業への投資として、新技
術分野の研究開発や大手ITベンダーが提供する新サービ
スを取り入れた事業に積極的に参画していく考えです。

また、新設したオープンイノベーション戦略事業部
では、製品・サービスにおいて他社と連携し、新たな

高付加価値のビジネスモデルの創出を追求します。
以上を前提に、次期の業績は、売上高17,211百万円

（当期比3.3％増）、営業利益700百万円（同7.7％増）、
経常利益739百万円（同6.7％増）、当期純利益486
百万円（同4.6％増）と増収・増益を見込んでいます。

株主の皆様へのメッセージ
「IKI VISION2020」は、
残りの2年間をかけて取り組みを加速し、
次の飛躍に向けた土台を構築。

株主の皆様への利益還元については、安定的かつ継
続的な配当実施を基本に、業績を加味した成果配分を
行い、なおかつ市場の急激な需要変化や技術革新に対
応するための内部留保を充実する方針を掲げています。
本方針のもと、今回の期末配当は予定通り1株当たり
10円（前期同額）とさせていただきました。次期の期
末配当についても、引き続き同額を予定しています。
「IKI VISION2 0 2 0」 は、 残 り の 2 年 間 を か け て、

基本方針に掲げる「中核事業の拡大」「次期成長事業
の創出」「事業基盤の強化」への取り組みを加速し、
2020年度以降の飛躍に向けた土台を築き上げていき
ます。

そして当社は、これらの着実な遂行を通じて「いき
いきとした社員が高付加価値サービスを提供し、お客
様から高い信頼を得る」という理想を具現化し、すべ
てのステークホルダーから選ばれ、持続的に成長する
企業を実現してまいります。

株主の皆様におかれましては、より大きな社会的貢
献を目指す当社事業にご期待いただき、これからも長
期的なご支援を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長
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中期経営方針の取り組み状況

私たちの原点であるモノづくりを大切にし、最新のＩＣＴ
の活用により高付加価値サービスを提供していきます。

4月、3事業統括本部制を導入し、事業の選択
と集中を加速させ規模の拡大と付加価値の向上
を目指すとともに、事業運営における責任と権限
を明確化。さらに製販一体とすることで、多様化
するお客様のニーズへのより迅速な対応を推進
しております。

また今機構改革では、本社事業所と関西・新
潟の各地方事業所との協働によるシナジー創
出、新設「オープンイノベーション戦略事業部」
での高付加価値ビジネスモデルの創出も目指し
ております。

2018年度は上記体制のもと、中期経営方針
の推進を加速してまいります。

お客様との「共創」で新たな高付加価値サービスの提供を継続・推進

中核事業の拡大に向けて、迅速かつ的確に
経営資源を集中。具体的には、ストレージシス
テム分野で培った組込み開発技術の車載シ
ステム分野など他分野への展開、大手通信
事業者で実績を積み成長しつつある第三者
検証サービス事業の拡大を推進しています。

① 中核事業の拡大
AIを活用した画像解析技術や音声解析技
術を用いた研究開発への参画、クラウド基盤
やIoT基盤を活用した新規事業への参入、
関連団体加盟などによるブロックチェーン技
術活用の調査研究、新サービス「RPAソリ
ューション」の営業を展開しています。

② 次期成長事業の創出
事業の選択と集中、販管・間接業務の効率化
などの施策を継続的に推進。また、長時間残
業撲滅、仕事と家庭の両立支援、女性活躍推
進の3つの重点施策を掲げた「働き方改革」の
推進、技術力・マネジメント力・人間力の向上を
目指した人材育成などに注力しています。

③ 事業基盤の強化

いきいきと働く社員が、高品質なサービスを提供する
事により、お客様に最も信頼される企業となり、多くの
投資家の皆様に選んで頂ける企業を目指します。

しっかりとしたモノ（システム）づくりと
高品質なサービスを提供する

2018年度機構改革で中期経営方針の推進加速

すべてのステークホルダーから
選ばれる企業になる

 企業理念

私たちは情報サービスを通じ
人と社会の豊かさに貢献する

IKI VISION2020

 ビジョン

 機構改革

 中期業績目標

中期経営方針

TOPICS 2017年度のトピックス

（単位：百万円）

4月 5月 6月 8月 9月 10月 12月

2017年 2018年

1月 3月

●  新入社員60名入社
●  管理部門再編
●  一般社団法人
  ブロックチェーン
  推進協会入会
●  お客様2社から表彰、
  1社からパートナー認定

●  自己株式50,000株取得
●  お客様2社から表彰、
  1社からパートナー認定

●  「iMPLEO」
  「i-Connection」拡販向け
  APPS JAPAN2017出展
●  自己株式55,000株取得
●  お客様1社から
  パートナー認定

●  自己株式
  163,000株取得

●  お客様１社から表彰
●  ロボット&プログラム
  体験教室上半期3回開催

●  お客様1社から表彰 ●  自己株式
  600,000株消却

●  お客様2社から表彰
●  RPAソリューション
  サービス開始

● ロボット&プログラム
  体験教室下半期2回開催

機 構 改 革

⃝お客様のニーズへのスピード対応
⃝本社と地方事業所のシナジー創出

⃝�協業推進での高付加価
値サービス提供

オープン
イノベーション
戦略事業部創設

事業統括本部制

製販一体 地方事業所
組入

相互連携

REPORT 第40期 株主通信3 4



業績ハイライト

売上高 品目別売上高比率 業種別売上高比率

当期純利益 

営業利益 

純資産・総資産 
 純資産／  総資産

セグメント情報
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4,041
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4,040
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（年度）2013 2014 2015 2016 2017

システムマネージメント
サービス
14.7%

商品
0.3%

コンサルティング
及びシステム・
インテグレーション・
サービス
85.0%

売上高
16,666百万円

社会・公共
8.9%

情報・通信
24.6%

産業・サービス
27.8%

売上高
16,666百万円

金融・証券
38.7%

（単位：百万円）

より収益性の高い運用設計、基盤・環境構築案件の獲得に向け
て数年にわたり行ってきた技術者育成や営業展開が奏功し、当サー
ビスの売上高は2,447百万円（前期比14.8％増）となりました。

メガバンク向け次期システム開発の急激な収束や証券向けシス
テム開発案件の凍結により、売上高は6,446百万円（前期比
10.4％減）となりました。

大手通信事業者向けの第三者検証サービスの受注が大幅に伸
びたことにより、売上高は4,094百万円（前期比2.3％増）となりま
した。

社会インフラ関連の案件が一段落したことや地方公共団体向け
国保システムの開発案件が縮小し、一時的に案件の谷間を迎え、 
売上高は1,499百万円（前期比11.5％減）となりました。

社会・公共

商品販売の売上高につきましては52百万円（前期比340.7％増）
となりました。

商品

車載向け、エンドユーザー向けの開発案件の拡大で売上が増加
し、売上高は4,625百万円（前期比4.6％増）となりました。

大手通信事業者向けの第三者検証案件及び次期成長事業
と位置付ける車載システム案件の積極的な営業展開を着実に
受注に結びつけることができました。しかしながら、メガバン
ク向け次期システム開発案件の収束や大手S Iベンダー及び自
治体向けの開発案件が谷間を迎え、一時的に受注が縮小した
ことなどから、売上高は前期を下回りました。この結果、当サー
ビスの売上高は1 4 , 1 6 6百万円（前期比6 . 6％減）となりまし
た。

コンサルティング及びシステム・インテグレーション・サービス

システムマネージメントサービス

産業・サービス

金融・証券

情報・通信
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ポイント解説

貸借対照表 （単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

損益計算書

キャッシュ・フロー計算書

科　目 2017年度
2018年3月31日現在

2016年度
2017年3月31日現在

資産の部

流動資産 7,316 6,607

固定資産 2,072 2,086

資産合計 9,389 8,694

負債の部

流動負債 2,473 2,105

固定負債 2,593 2,547

負債合計 5,067 4,653

純資産の部

株主資本 4,090 3,832

評価・換算差額等 230 208

純資産合計 4,321 4,040

負債・純資産合計 9,389 8,694

科　目
2017年度

2017年4月1日から
2018年3月31日まで

2016年度
2016年4月1日から
2017年3月31日まで

売上高 16,666 17,310
売上原価 13,937 14,479
　売上総利益 2,729 2,830
販売費及び一般管理費 2,079 2,237
営業利益 650 593
営業外収益 45 43
営業外費用 2 4
経常利益 692 633
特別利益 0 0
特別損失 0 20
税引前当期純利益 692 612
　法人税、住民税及び事業税 239 139
　過年度法人税等 - 7
　法人税等調整額 △12 58
当期純利益 465 407

当期末の資産合計は9,389百万円となり、前事業年度末に比べ694
百万円増加しました。これは主に「現金及び預金」の増加555百万円、

「売掛金」の増加116百万円によるものであります。
当期末の負債合計は5,067百万円となり、前事業年度末に比べ413

百万円増加しました。これは主に「未払金」の増加110百万円、「賞
与引当金」の増加95百万円、「長期借入金」の増加90百万円によるも
のであります。

当期末の純資産合計は4,321百万円となり、前事業年度末に比べ
280百万円増加しました。これは主に「利益剰余金」の増加361百万円、

「資本剰余金」の減少191百万円、「自己株式」の減少88百万円によ
るものであります。

この結果、自己資本比率は、46.0％となりました。

当期の売上高は、第三者検証案件の拡大や車載システム案件の営業展開を着実に
受注に結びつけることができましたが、16,666百万円と前期と比べて3.7％減少いた
しました。一方、利益面では、残業の削減や販管・間接業務の効率化、さらには事業
の選択と集中を進めるなど事業基盤の強化に取り組んだことにより、営業利益は650
百万円（前期比9.5％増）、経常利益は692百万円（同9.4％増）、当期純利益は465百
万円（同14.0％増）を計上し、前期と比べていずれも増加いたしました。

当期末の現金及び現金同等物は前期末に比べ555百万円（15.8％）
増加し、4,066百万円となりました。

営業活動の結果得られた資金は652百万円（前期比10.8％増）で、
主に収入では税引前当期純利益の計上692百万円、未払金の増加110
百万円であり、支出では売掛金の増加117百万円、法人税等の支払に
よる支出186百万円を反映したものであります。

投資活動の結果使用した資金は17百万円（同67.1％増）で、これ

2017年度2016年度

2017年度2016年度

有形固定資産
241
無形固定資産
34
投資その他の資産
1,797

株主資本
4,090
評価・換算差額等
230

資産合計
9,389

資産合計
8,694

負債・純資産合計
9,389

負債・純資産合計
8,694

固定資産
2,072

流動資産
7,316

固定資産
2,086

流動資産
6,607

純資産
4,321

流動負債
2,473

固定負債
2,593

純資産
4,040

流動負債
2,105

固定負債
2,547

2017年度2016年度

売上高
16,666

売上
総利益
2,729

営業
利益
650

経常
利益
692 当期

純利益
465

売上高
17,310

売上
総利益
2,830

営業
利益
593

経常
利益
633

当期
純利益
407

は主に収入では投資事業組合からの分配による収入11百万円、支出
では有価証券の取得による支出20百万円によるものであります。

財務活動の結果使用した資金は79百万円（同70.2％減）で、これ
は主に収入では長期借入れによる収入200百万円、支出では配当金の
支払額103百万円、自己株式の取得による支出102百万円、長期借入
金の返済による支出70百万円によるものであります。

ポイント解説

ポイント解説

科　目
2017年度

2017年4月1日から
2018年3月31日まで

2016年度
2016年4月1日から
2017年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 652 588
投資活動によるキャッシュ・フロー △17 △10
財務活動によるキャッシュ・フロー △79 △268
現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 555 309
現金及び現金同等物の期首残高 3,510 3,201
現金及び現金同等物の期末残高 4,066 3,510

2017年度2016年度

営業活動によるもの
652

財務活動に
よるもの
△79

投資活動に
よるもの
△17

期首残高
3,510

期末残高
4,066営業活動によるもの

588

財務活動に
よるもの
△268

投資活動に
よるもの
△10

期首残高
3,201

期末残高
3,510
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会社の概況 株式の状況役員・執行役員 株主メモ
（2018年3月31日現在） （2018年3月31日現在）（2018年6月21日現在）

設 立 1979年6月22日

資 本 金 1,180,897,000円

事 業 所

本　　　社 〒108-0022 東京都港区海岸3-22-23 
MSCセンタービル
TEL.03-6400-7000(代)
FAX.03-6400-7900

新潟事業所 〒950-0911 新潟市中央区笹口2-10-1 
ウィン21
TEL.025-241-1525
FAX.025-241-1536

関西事業所 〒541-0054 大阪市中央区南本町2-6-12 
サンマリオンNBFタワー
TEL.06-6282-1390
FAX.06-6282-1395

従 業 員

事務職 技術職 計
男 110名 933名 1,043名
女 37名 170名 207名
計 147名 1,103名 1,250名

代表取締役社長 安 藤 　 文 男
代表取締役副社長 林 　 三 樹 雄
取 締 役 宮 南 　 　 研
取 締 役 清 水 　 　 寛
取 締 役 羽 場 　 昌 巳
社 外 取 締 役 本 渡 　 　 章
社 外 取 締 役 佐 藤 　 孝 夫
常 勤 監 査 役 江 藤 　 仁 志
常 勤 監 査 役 豊 田 　 一 馬
社 外 監 査 役 石 黒 　 義 昭
社 外 監 査 役 田 村 　 弘 昭
社 外 監 査 役 池 島 　 　 晃
執 行 役 員 坂 本 　 　 浩
執 行 役 員 犬 飼 　 博 文
執 行 役 員 宮 野 　 　 吏
執 行 役 員 石 井 　 嘉 範
執 行 役 員 中 谷 　 彰 宏

氏名又は名称 持株数 持株比率
（千株） （%）

安 藤 文 男 1,515 14.98 現　当社代表取締役社長
Ｉ Ｋ Ｉ 持 株 会 1,269 12.55
株式会社三菱東京UFJ銀行 214 2.12 
株 式 会 社 千 葉 興 業 銀 行 203 2.01 
有限会社エム・ビ・エス 200 1.98 
三井倉庫ホールディングス株式会社 200 1.98 
春 日 正 好 173 1.71 現　当社最高顧問
日本証券金融株式会社 95 0.94 
塚 田 克 巳 94 0.93 
亀 井 慶 紀 90 0.89 

（注） 1.　 当社は、自己株式1,087,931株を保有しておりますが、上記株主からは除いております。
 2.　 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
 3.　 株式会社三菱東京UFJ銀行は、2018年４月１日付にて株式会社三菱UFJ銀行に商号変更して

おります。

発行可能株式総数 50,000,000株
発行済株式の総数 11,200,000株
株主数　 2,070名
大株主

事 業 年 度 ４月１日〜翌年３月31日
定 時 株 主 総 会 毎年６月に開催
同総会議決権行使
株 主 確 定 日 ３月31日

期 末 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 ３月31日

中 間 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 ９月30日（中間配当を行う場合）

そ の 他 の 基 準 日 上記のほか必要ある場合は、取締役会の決議
によりあらかじめ公告して設定いたします。

公 告 掲 載 Ｕ Ｒ Ｌ 当社ホームページ
https://www.ikic.co.jp/
に掲載いたします。

（ただし、電子公告によることができない事
故、その他のやむを得ない事由が生じたと
きには、日本経済新聞に公告いたします。）

単 元 株 式 数 100株
（2018年４月１日付にて、1,000株から
100株に変更いたしました）

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

（ 同 連 絡 先 ） 東京都府中市日鋼町１番地１
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120－232－711（フリーダイヤル）
郵送先 〒137-8081
　　　 新東京郵便局私書箱第29号
　　　 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

上場金融商品取引所 東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）

１． 株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続
きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関

（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されて
いる証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱
UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２． 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきまして
は、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、
上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せ
ください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎ
いたします。

３． 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお
支払いいたします。

自己株式の取得、処分等及び保有状況
・取得した株式
　　普通株式 274,291株
　　取得価額の総額 102,985千円
・消却した株式
　　普通株式 600,000株
・決算期末において保有する株式
　　普通株式 1,087,931株

※自己株式1,087,931株は「個人・その他」に含めて記載しております。

（ ご 注 意 ）

所有者別株主数の状況

1千株以上
5千株未満
1,022名
（49.4%）

5千株以上
1万株未満
116名（5.6%）

1万株以上
151名（7.3%）

1千株未満
781名
（37.7%）

所有者別持株数の状況

個人・その他
9,190千株
（82.1%）

外国法人等
252千株
（2.2%）

金融機関
705千株（6.3%）

証券会社
357千株
（3.2%）

その他の
法人

694千株（6.2%）

関係会社 （2018年6月21日現在）

　・ HISホールディングス株式会社

※ 取締役 宮南研、羽場昌巳の両氏は、本年７月１日付にて常務取締役に就任する
予定であります。
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